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雇用型テレワークの現状について
令和６年 岡山労働局 雇用環境・均等室



概要



テレワーク導入状況等－企業回答－

8割を超える企業が
効果を実感
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テレワーク導入状況等－就業者回答－

テレワーカーと非テレワーカーの差が最大

雇用型就業者の約4割が
勤務先の会社から

テレワークが認められていない
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企業規模別テレワーカーの割合推移

4.1％

10％

15.3％

企業別規模が小さ
いほどH29からR5
にかけての伸びが

低調
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業種別及び職種別テレワーカーの割合

昨年より約2％上昇

昨年より約3.5％下落

昨年より約4％下落

最も高い

最も高い

次に高い次に低い

最も低い



勤務地別テレワーカーの割合

地域圏の間で
雇用型テレワーカーの
比率が顕著に異なる！
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テレワークの実施頻度と実施形態－
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1週間あたりの平均日数（日/週）

29.3％

23.9％

コロナ禍以降は
週2日以内でのテレワーク
実施割合が伸びている！
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テレワークの実施希望頻度の変化

翌年

テレワーク
実施希望頻度は
週２日以内で
増加傾向にあり
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テレワークに関する就業者の意向①



テレワークに関する就業者の意向②



この記事の全体版は、右のQRコードからご覧いただけます。

輝くテレワーク賞事例集 (令和3年度)に掲載されています。

テレワーク導入企業の紹介 －株式会社W O R K  S M I L E  L A B O－



育児・介護休業法の改正

3歳以上の小学校就学前の子を養育する労働者に関し、事業主が職場
のニーズを把握した上で、柔軟な働き方を実現するための措置を講
じ、労働者が選択して利用できるようにすることや、当該措置の個
別の周知・意向確認を義務付け

3歳になるまでの子を養育する労働者に関し事業主が講ずる措置
（努力義務）の内容にテレワークを追加

テレワークに関連する法改正 と 当該制度導入に関する助成金

柔軟な働き方を実現するための措置

▹始業時刻等の変更

▹テレワーク等（10日/月）

▹保育施設の設置運営等

▹新たな休暇の付与（10日/年）

▹短時間勤務制度

2以上の制度を選択して
措置する義務

労働者はその中から1つ
選択できる

両立支援等助成金 （柔軟な働き方選択制度等支援コース）

この助成金の詳細は、

右のQRコードからご覧いただけます。

令和7年10月1日施行

令和7年4月1日施行



テレワーク機器等導入に関する助成金 と 参考パンフレット


